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平成2 0年2月  
内閣府国民生活局  

個人情報保護推進室  

1．個人曙報保護法を巡冬草況について  

個人情報の保護に関する法律（以下「法」という。）は、平成15年5月に成  
立、平成17年4月に全面施行された。法においては、目的を定める1条におい  

て、「個人情報の有用性に配慮しつつ、個人の権利利益を保護することを目的と  
する」としている。   
しかし、昨今のプライバシー意識の高まりや、個人情報を取扱う上での戸惑  
いから、法の定め以上に個人情報の提供が控えられるなどの、いわゆる「過剰  

反応」が生じており、法の正しい理解を浸透させる取組をこれまで推進してき  
た。   

2・個人情報保護卿民生活審議会）  

いわゆる「過剰反応」の具体例として、災害時要援護者リストや民生委員・  

児童委員の活動のための対象者名簿、自治会名簿について、これまでの取組及  

び考え方等を整理した（例えば、民生委員・児童委員は、特別職の地方公務員  
として、多様な生活課題の解決のために援助が必要な地域住民の情報を関係機  

関等と共有しながら活動する役割も担っているため、個人情報取扱事業者から  
職務の遂行に必要な情報提供を受ける場合については、国等に協力する必要が  

ある場合等として、本人から同意を得なくても提供することが可能と考えられ  

る等）。   

3．これまでの取組等について   

自治会、民生委員・児童委員の活動のための個人情報の収集や、災害時要援  

護者リストの作成t共有を進めるべく、内閣府（個人情報保護推進室）におい  

ては、例えば、以下の活動を行ってきたところ。   

○平成19年10月～12月にかけて、個人情報の有効・適切な利用を行っていた   

だくため、47都道府県において説明会を実施。   

○ 政府広報を通じた広報活動を実施。また、内閣府HPに「個人情報保護法   

に関するよくある疑問と回答」を掲載し、上記全国説明会を受けて拡充云  

http：／／www5．cao．go．jp／seikatsu／kojin／   



‘■慣悪評保護法とは －・・  
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個人情報取扱事業者の活動  

（個人情報取扱事業者の義務等が適用される。）   

報道機関 学術研究機関宗教団体 政治団体  
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主務大臣の権限の制限（法35条）  

①主務大臣による勧告・命令等を行  

うにあたっては、憲法上保障された  

自由に関わる活動を妨げてはならな  

い。  

②5つの主体の5分野の活動に対  
する情報提供行為については、主務  

大臣は権限を行使しない。   

表現の自由、学問の自由、信教の自由、政治活動の自由  

に関わる活動  
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‘ノ慣想禦莞禦は …  

利用日的による制限（法16条）   ＝目的外利用にはあらかじめ本人の同意が必要  
＝＝▼●▼■●●■●●●●＝＝■▼…＝…＝……■●●■■■●●■●  

＜継続的に利用する場合＞   ＜取得する場合＞  

保有個人データに関する  

事項の公表等  

（法24条第1項）  

①個人情報取扱事業者の氏名又は名称  

②全ての保有個人データの利用目的  

③開示・訂正・利用停止等の手続  

利用目的の通知等  

（法18条）  

■間接取得の場合   

あらかじめ利用目的を公   

表している場合を除き、速   
やかに、利用目的を、本人   
に通知し、又は公表しなけ   
ればならない。  

■直接取得の場合   

書面による直接取得の場   

合は、あらかじめ、本人に   

対し、利用目的を明示しな   
ければならない。  
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④保有個人データの取扱に関する苦情の申出  

⑤認定団体の名称及び苦情の解決の申出先  

を本人の知り得る状態に置かなけれ  

ばならない。   



‘■慣想整暫法とは …  

○個人データ内容の正確性の確保（法19条）   

利用目的の範囲内で、個人データの正確性■最新性を確保することが必要。   
★具佐助左鎧畳   

・個人データ入力時の照合・確認手続の整備   ・記録事項の更新   

・保存期間の設定 等  

亭、  

○安全管理措置（法20条）   

個人データ漏えい、改ざん、滅失の危険にさらされることのないよう技術的保護措置、組織的   
保護措置が必要。   

★具地な珪畳   

t セキュリティ確保のためのシステム■機器等の整備  

・事業者内部の責任体制の確保（個人情報保護管理者の設置、内部関係者のアクセス管理等）等  

○従業員・委託先の監督（法21－22条）   

個人データの安全管理が図られるよう、従業者及び委託先に対して監督を行うことが必要。   
★具体的な鑑畳   

■ 個人情報保護意識の徹底のための教育研修等の実施   

■ 個人情幸艮保護措置の委託契約内容への明記  

・再委託の際の監督責任の明確化 等   



‘ノ慣出藍無詳法とは …  
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‘■僧照悪無悪法とは ・t・  
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‘■慣悪気禦悪法とは  
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………………－ 苦情の申し出   

三   ン連携・協力、支援   



‘ノ霊宝・時要援護者リストの共有  
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高齢者など、災害時に援護が必要な人の個人情報を 、  
関係者間であらかじめ共有することができるか？  



‘■慧■時要援護者リストの共有  

ここがポイント！   

■各自治体の定める「個人情報保護条例」を適切に解釈・運用   

すれば、関係者（福祉部局、防災部局、自主防災組織、民生   
委員など）間で要援護者情報の共有は可能。   

■ 個人情報提供の際は、提供先において個人情報が適切に取り   
扱われるよう、誓約書の提出を求めるなどの担保措置を講ず  
ることが重要。  

＼⊂）  

【参考となる通知等】  

－「個人情報の適切な共有について（平成19年8月内閣府・総務省）」（資料編P54）  

・「災害時要援護者情報の避難支援ガイドライン（平成18年3月災害時要援護者の避難対策に関する検討会）」（資料編P54）  

－「要援護者に係る情報の把握・共有及び安否確認などの円滑な実施について（平成19年8月厚生労働省）」（資料編P55）   
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活動のための情報共有  
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AJ case2■民生委員甥童委員の  活動のための情報共有  

ここがポイント！  

1民生委員・児童委員は、福祉事務所などの協力機関として職   
務を行うものとされており、活動の円滑な実施のためには、個   
人情報の適切な提供を受ける必要がある。  

嘘 民生委計児童委員は、民生委員法において、守秘義務が   
課せられている。  
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【参考となる通知等】  

・「児童委員、主任児童委員の活動に対する必要な情報提供等について（平成19年3月厚生労働省）」（資料編P55）  
イ要援護者に係る情報の把握瑛有及び安否確認などの円滑な実施について（平成19年8月厚生労働省）」（資料編P55）  

・「社会・援護局関係主管課長会議（平成18年2月28日開催）資料」（資料編P56）   



‘′㌧こ基づく個人デ＿タの提供  

療養  東芝嘗壷篭を毒㌫   
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d′㌧こ基づく個人デ＿タの提供  

ここがポイント！  

■あらかじめ本人の同意を得ずに個人データを第三者に提供   

できる。（法23条）  
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（例）  

○警察などからの（捜査に必要な事項の）報告の求めに応じる場合（刑事訴訟   

法197条第2項）  

○弁護士会からの報告の求めに応じる場合（弁護士法23条の2第2項）  

○統計調査への協力（統計法17条）  

○児童虐待に係わる通告（児童虐待の防止等に関する法律6条第1項）  

○株式会社における株主名簿等の閲覧請求への対応（会社法125条第2項等）   



‘ノ  個人情報保護法に関する  
説明会一相談会  内閣府  

⊂abinetOffi⊂e   

個人情報  上手に俺訴う  
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 ～誤解していませんか？個人情報保護法～  

平成19年10～12月   

個人情報保護推進室  

WWW5．cao．go．jp／seikatsulkqjin／   



平成19年度個人情報保護法説明会・相談会の参加人数等について   

内閣府（個人情報保護推進室）が平成19年10～12月に47都道府県で行った「個人情報保護法説明会・相談  
会」の参加人数等の合計値は下記のとおり。  

（注）各都道府県において把握できた範囲の情報に基づく参考数値（申込人数等）である。   




